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独立行政法人国際協力機構

筑波センター

通番 該当頁 該当項目 質問 回答

1 P11 第二　業務仕様書　冒頭 P11の3行目に「この業務仕様書は、独立行政法人国際協力機構（以下、「委託者」 という。」とあり

ますが、P11の6行目、P15の15行目と22行目に記載の「機構」とは「委託者」のことでよろしいでしょう

か？

「以下、『機構』という。」に訂正します。

P11の6行目、P15の15行目と22行目に記載の「機構」とは、独立行政法人国際協力機構を指しま

す。

2 同上 4.案件目標、5.単元目標 上位目標については記載がありません。プロポーザルの様式3の研修項目では、上位目標を記載する欄

があります。もし、上位目標が無い場合、こちらは空欄で問題ないでしょうか。

空欄で問題ありません。なお、本研修の上位目標は以下の通りです。

「農業分野における自国の決定する貢献(NDC:Nationally Determined Contribution)で設定

した目標達成に向け、必要な法整備、国内施策の実施が促進される。」

3 P12 ８．研修員

(2)　研修割当対象国

研修割当対象国に「ベリーズ」が含まれていますが、ベリーズと日本の時差は－15時間であり、リアルタイ

ムでのオンラインミーティング（グループワークなど）が難しい状況と考えられます。遠隔研修における研修

プログラムについては、オンデマンドに制限されるなどの条件があるでしょうか？

対象国の中で時差が-15時間あるのはベリーズのみであるため、ベリーズ研修員については、ある程度オ

ンデマンドに制限される可能性は有り得ます。

他方、オンデマンドのみではベリーズ研修員のモチベーションが維持出来ない可能性が懸念されるため、

受託者を介し研修講師との質疑応答をメールベースで行うことや、日本時間の朝にZoomで個別面談

を行う等、別途対応が必要な可能性もあります。その点、どのようにすれば効果的か、技術提案書にて

提案してください。

4 P13 ９．研修方法

（１）遠隔研修

「研修員へ教材を共有するためのプラットフォームは JICA-VANを想定しているが、オンラインツール（ア

プリケーション）を必要に応じて組み合わせながら、研修効果を最大限引き出す工夫をすること。」とあり

ますが、本件でJICA-VANを使用することを前提に、提案との理解でよろしいでしょうか？

機構ではJICA-VANを推し進めてはいますが、JICA-VANでは対応困難な部分を補うものとして、

2022年度末まで、Zoom、YouTube、Google Workspace、Google Classroomの利用が機構

内で承認されていますので、併せて検討の上、提案してください。

5 同上 同上 研修教材の共有、自主学習・課題提出、研修員の理解促進フォローアップ等は、JICA-VANを想定と

あります。また、脚注に「SNSとしてLinledInを活用予定」とありますが、世界的なSNSの利用者数から

は、Facebook、YouTube、Whatsappが上位3社となっています。JICA-VANにおいて、システム上

使用ができない、もしくはセキュリティ上使用が推奨されないSNSはあるでしょうか？

JICA-VANがリンクしているSNSは、LinkedIn以外には、YouTubeのみです。

機構内で利用申請を行えば他のSNSでも検討は可能ですが、約2ヵ月間の時間を要しますので、

JICA-VANを利用する場合はLinkedIn及びYouTubeを使用することを推奨します。

6 同上 同上 オンライン講義の開催に際し、ZOOMやYouTubeなどのアプリケーションを使用する場合、アプリケーショ

ンのアカウントについては委託者から提供されますか、それとも受託者が準備する必要があるでしょうか？

受託者が準備する必要があります。

見積書の4.研修諸経費（8)遠隔研修費に必要経費を計上してください。

7 同上 同上 研修方法として、2022年度はオンラインを活用した遠隔研修で、2023年度、2024年度については、

遠隔研修と本邦研修のハイブリッド型と記載があります。プロポーザルの様式4の日程や様式7のシラバス

は、遠隔研修のみと、遠隔研修と本邦研修のハイブリッド型の2パターンを記載すべきでしょうか。

2パターン記載する場合、プロポーザルの「頁数の上限」を超える可能性があります。この場合どのように

対応すべきでしょうか。

2023年度及び2024年度の日程案は、遠隔研修と、本邦研修のハイブリッド型の2パターンを作成し

てください。ただし、シラバスに関し、2022年度と重複する内容については割愛しても構いません。

それでも頁数の上限を超えてしまう場合は、超えて構いません。

回答書

2022-2024年度課題別研修「気候変動の解決策として有望な農業技術」に係る研修委託契約（公示日：2022年4月14日）について、

配布しました企画競争説明書に関する質問と回答は以下のとおりです。


